
※法人が行う公益目的事業が「公1」のみのため、省略
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※記載方法は「定期提出書類の手引き」P29参照

　遊休財産額の保有上限額の超過の有無 3 超過していない

　①第一段階の経常収益計と
経常費用計

令和４年度収支

令和３年度までの繰越剰余金

8,397,117

1,750,423

9,442,266

　遊休財産額の保有上限額 1 10,152,266 円 ★

　遊休財産額 2 3,457,792 円

　公益目的事業比率(1欄÷ 4欄) 5 75.53 ％

【3】遊休財産の保有制限

　　公　　　益　　　目　　　的　　　事　　　業　　　比　　　率　　　の　　　算　　　定

基準を満たしています

　管理運営費用額 3 3,289,187 円

　公益実施費用額＋収益等実施費用額＋管理運営費用額（1欄+2欄+3欄） 4 13,441,453 円

　公益実施費用額 1 10,152,266 円 ★

　収益等実施費用額 2 0 円

【2】公益目的事業比率

　④収益事業等から
　　生じた利益の繰入額

収益事業から
生じた利益の繰入額

　　公　　　益　　　目　　　的　　　事　　　業　　　比　　　率　　　の　　　算　　　定

基準を満たしています

0 710,000

収入－費用

合計（①～④の合計） 10,147,540 10,152,266 -4,726

　②公益目的事業共通欄

その他事業(相互扶助等事業)
から生じた利益の繰入額

　③　①+② 10,147,540 9,442,266

　④特定費用準備資金に関する調整

２．第二段階(公益目的事業会計全体の収支相償判定)
　　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

収入 費用

基準を満たしています

令和４年度　財務基準

【１】収支相償の計算

１．第一段階(公益目的事業の収支相償)


